
企業責任と地球環境の保全
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事業を通じ、物心共に豊かな社会の実現に努力すると同時に
、かけがえのない地球環境の維持にも貢献する。

公明正大で品格ある行動を旨とし、活動の公開性、透明性を
堅持する。

全世界的、宇宙的視野に立脚した事業展開を図る。

三綱領 （三菱商事ＨＰより） 住友の事業精神（住友金属鉱山ＨＰより）

企業活動は地球環境に何らかの外部影響（環境負荷）を与えている。

地球環境の保全を行うことは、企業の責任であり、成長と環境の両立を経

営において実践する必要がある。

企業の環境行動を実践するには、経営者のイニシアチブが不可欠。

※ （社）日本経済団体連合会は、「企業行動憲章」や「環境立国のための３つの取り組み」等を策定しており、企業の環境取組の促進を促している。
企業行動憲章（抜粋）
３．株主はもとより、広く社会とのコミュニケーションを行い、企業情報を積極的かつ公正に開示する。
５．環境問題への取り組みは人類共通の課題であり、企業の存在と活動に必須の要件として、主体的に行動する。

社会的責任や地球環境に配慮した経営理念・方針の事例



企業による地球環境への影響

人為的な活動から生じる環境負荷はＧＨＧ、水、廃棄物、天然資源、生物

多様性、大気など多様。

環境負荷はセクターによっても影響が様々。

偏った取組は環境負荷間でのトレードオフを招くため、総合的に最適な取

組を行う必要あり。

絶対的な地球環境への影響度による評価

（出所） UNEP-FI/PRI  「Universal Ownership  Why environmental externalities matter to institutional investors 」
2010 より一部加工して抜粋 16



企業にとって環境配慮行動とは、

省エネルギー、省資源はコスト削減や資源制約リスクの低減などにつながり

企業の持続可能性に確実に寄与する。

継続的な努力が、環境負荷低減のためには必要。
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（出所） 社団法人日本経済団体連合会 「環境自主行動計画<温暖化対策編> 2010年度フォロー
アップ結果概要版 ＜2009年度実績＞ 」より抜粋

（出所） 社団法人日本自動車工業会 「世界の道路交通セクターにおけるＣＯ２削減取組の提
言」より抜粋



環境負荷の分類と環境規制

環境負荷の種類によって、規制の強弱が異なる。

各国の環境負荷に係る規制は、諸事情により異なる。

環境負荷の種類

○規制の枠組みが成熟
・企業にとってはコンプライアンスの問題
・各国の事情により規制基準が揃っていない

○規制の枠組みが明確でない
・各国の政策的要因等により枠組みや目標が
大きく異なる可能性あり

（出所）環境省 「平成２０年度環境金融及び環境情報開示普及促進調査事業 報告書」より抜粋
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企業の努力や成果を適正に評価
するためには、環境負荷の定量
情報にて評価することが必要。

企業行動への
規制が明確に
なっている

規制はまだ明確になっ
ていないが企業への
社会的要請が顕在化
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図表 2-15 環境問題の分類




